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【研究の要旨】 

 全国各地域の産婦人科医療提供体制、小児科医療提供体制に関する情報を一般に提供

するサイト「周産期医療の広場」「小児医療の広場」を構築し、その運営を行った。 

 アクセス数からこのような情報提供サイトへの社会的ニーズの大きさが確認できた。 

 産婦人科医の現状について情報を収集、分析し、将来にわたって産婦人科医療提供体

制を確保するために解決すべき課題を抽出し、以下のような具体的な提言を行った。 

 大都市圏における産婦人科専攻医研修施設の集約化 
 地方における病院産婦人科の集約化・仕事と子育ての両立が可能な職場環境の
整備 

 地方勤務医師に対する経済的インセンティブの強化 
 地方における生涯にわたる産婦人科研修プログラムの整備 
 産婦人科専門医取得後の各地域におけるキャリア形成過程を明らかにするこ
と 
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A. 研究目的： 
本研究は、地域における産科医、小児科
医の実態を把握し、適切な医療提供体制
を構築するための情報を社会及び行政に
提供するとともに、必要な施策の提言を
行うことを目的として、以下のような研
究を実施した。 
 地域における産科医療、小児医療
提供体制の調査。 

 一般への産科医療、周産期医療、
小児医療情報の適切な提供方法
の開発とその実践。 

 地域における産科医療、小児医療
提供体制の地図の作成を通した
可視化法の開発と可視化された
医療情報地図のインターネット
を介した一般公開。 

 収集された医療資源情報に基づ
いた、わが国の周産期医療提供体
制の課題の抽出とその解決のた
めの提言 

 
B．研究方法：以下のような研究を行った。 
 ウェブサイト「周産期医療の広場」
を介した周産期医療情報の提供方法
に関する研究 

 ウェブサイト「小児医療の広場」の
作成と公開「地域におけるワクチン
接種可能施設情報の提供」「地域にお
ける時間外診療可能な小児医療施設
に関する調査の実施と試験的情報公
開の開始」 

 産婦人科医師数の実態に関する研究 
 地域における産婦人科医養成施設の
実態に関する研究 

 周産期医療機関の診療状況（医療資
源・治療体制・教育体制）に関する
研究 

 医学部定員の地域枠と地域枠奨学金
の実態 

 医師・歯科医師・薬剤師調査からみ
た産婦人科医の現状 

 産婦人科医療改革公開フォーラムの

開催と動画配信 
 
 (倫理面への配慮) 
 本研究は、個人情報の収集や介入研究
は行っていない。一般に公開されている
データあるいは学会等が有する会員情報
のうち個人を特定できない形式で提供さ
れた情報のみを用いた。本研究では倫理
上の問題が発生する可能性は低いが、基
本的に情報の取扱は厚生労働省が発表し
ている疫学研究の倫理指針に基づいて実
施した。 
 
C．研究結果 
 ウェブサイト「周産期医療の広場」
を介した周産期医療情報の提供方法
に関する研究 
 周産期医療最新情報を、順次「周
産期医療の広場」の「トピックス」
「周産期関連情報」「報告書」の
コーナーに掲載し、公開した。掲
載情報数は以下の通りとなって
いる。 

 

年度 トピックス 
周産期関連
情報 

報告
書等 

21 20 32 

51 
22 46 67 
23 45 115 
24 34 42 
25 26 51 

 産婦人科医療提供体制の現状を
把握し、その情報を適切に社会に
提供する方法を検討することを
目的として、以下の活動を行った。 
 先行研究よりの継続研究で
ある website「周産期医療の
広場」の活動を継続した。 

 PC サイト、携帯サイトに加
えスマートフォンでの操作
性を重視したスマホサイト
を設置した。 

 わが国の分娩取扱医療機関
情報提供体制システムを構
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築し、「周産期医療の広場」
から情報提供を行った。 

 本研究で新たに、以下の検索
機能を付加した。 
 分娩取扱医療機関検索
リスト及びマップに新
生児低体温療法対応施
設・動脈塞栓術対応施設
の絞り込み検索機能 

 産婦人科研修指導施設
検索リスト及びマッ
プ：二階建て専門医制度
認定施設等を絞り込み検

索し、さらに、各研修施

設の認定状況に関する情

報を提供する機能 
 生殖補助医療登録施設検
索リスト及びマップ 

 サイト全体としてのページビュ
ーは、施設検索機能が稼働した平
成 23 年 3 月以降急増した。3つ
のサイトのアクセス数の合計は
月間 6 万から 9 万件の間を推移
するようになっている。 

 PC サイトのページビューは、平
成 22 年度の 51,260 件、平成 23
年度は 365,301 件、平成 24 年度
は 599,868 件、平成 25 年度は平
成26年 2月 20日までで731,752
件だった。 
 

 ウェブサイト「小児医療の広場」の
作成と公開：地域に密着した小児医
療に関する情報をインターネットを
使って提供するために、ウェブサイ
ト「小児医療の広場」を PC 版、スマ
ーオフォン版ともに作成し公開した。 
 「地域におけるワクチン接種可
能施設情報の提供」 
 乳幼児を持つ保護者にとっ
てこどもの健康を守る上で
重要な情報であるワクチン
摂取についての情報提供を
試みた。摂取可能施設を検索

しマップ状に表示し、摂取開
始時期や同時接種が可能か
どうかの絞り込み検索の機
能も付加した。これは、保護
者にとっても健診を担当す
る医療者にも有用である。ア
クセス数は決して多くない
が、ほぼコンスタントにアク
セスされていることから、こ
のようなツールは有用であ
ると考えられた。 

 「地域における時間外診療可能
な小児医療施設に関する調査の
実施と試験的情報公開の開始」 
 地域で時間外に小児救急医
療を提供している医療機関
の情報をリスト化し、そのリ
ストに基づいて地図を作成
し、インターネットからの一
般公開を行った。公開後、情
報の正確性や利便性につい
て検討し、サイトの内容の修
正、改善、充実に関する計画
を策定した。 

  まず、小児の時間外診療の
実態に関して、いくつかの県
においてその実態調査を行
い、その類型化を行った。結
果として、時間外の小児救急
診療の応需体制には地域に
よって多様な形態があるこ
とが判明した。地域の救急医
療情報は各県の担当部署が
インターネット上にサイト
を構築して情報を提供して
いる。そのサイトを閲覧し、
救急医療全体の情報から小
児救急関係の情報を抽出し、
その内容を検討した。結果と
して、各県の救急医療情報サ
イトは小児の情報には特化
しておらず、まずは成人の救
急医療も含む全情報から小
児関連の情報を抽出するこ
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とが困難であった。そして、
当該サイトから得られる情
報の正確性、更新の迅速性に
ついても問題点が指摘され
た。 

  市民が当座受診すること
になる小児の１次救急診療
施設の情報のみを抽出して
マップ化することとした。分
担研究者の所在地の静岡県
において当該研究を行った。
静岡県の救急医療情報サイ
トを運用している担当部署
と協議し、県のウェブサイト
で公開している情報から、小
児の１次救急診療に関する
情報の提供が可能となった。
これを受けて県のシステム
担当者と協議し、情報提供を
受けるための自動化アプリ
ケーションを作成した。それ
により、本研究班のウェブサ
イト上に表示する情報の正
確性と迅速性が担保される
こととなった。 

  静岡県での試みが有用と
評価されれば、今後は各県単
位で小児の１次救急診療施
設の応需情報をマップ化し、
これが全国に広がれば最終
的には「小児救急医療」に特
化したシームレスな全国マ
ップを構築することができ
る。 

 産婦人科医師数の実態に関する研究 
 日本産科婦人科学会の会員数の
年齢別・性別の推移について検討
を行った。その結果、「50 歳未満
の層における数的増大傾向」「40
歳未満の層における女性医師の
数的優位」「男性医師減少に歯止
めがかかった可能性」が示唆され
た。 

 日本産科婦人科学会の新規入会
者数の年次推移及びその地域分
布についての検討を行った。その
結果、「産婦人科医の増大」は大
都市圏を中心とする一部地域に
のみ認められる現象であり、地方
では減少している県が存在する
という実態が明らかになった。減
少している県では、産婦人科新規
専攻医が少ない傾向が認められ
ており、地域における新規専攻医
の確保がきわめて重要と考えら
れた。 

 産婦人科新規専攻医は平成 2008
年度から 2010 年度にかけて増加
したが、その後は減少しているこ
とが明らかになった。日本産科婦
人科学会の産婦人科新規専攻医
を増やし、結果として毎年 500
名以上となることを前提条件と
した『産婦人科医療改革グランド
デザイン 2010』は達成が非常に
困難と考えられ、グランドデザイ
ン全体の見直しが必要と考えら
れた 

 日本産科婦人科学会の平成 24・
25 年度産婦人科意識動向調査の
結果を分析した。その結果、著し
い人員不足の中で勤務している
現場の産婦人科医は産婦人科医、
特に新規産婦人科医の増加を非
常に重要視しており、2010 年以
降の新規専攻医の減少が、今後の
産婦人科医療現場に与える影響
が懸念される。  

 地域における産婦人科医養成施設の
実態に関する研究 
 平成 24 年度の時点で日本産科婦
人科学会産婦人科専攻医指導施
設は 723 施設存在し、このうち、
婦人科腫瘍専門医制度指定修練
施設は 167 施設、周産期（母体胎
児）研修施設は合計 531 施設、生
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殖医療専門医制度研修・連携施設
は合計 167 施設であった。このう
ち二階建て専門医制度について
3 学会から認定されている施設
は 67，2学会から認定されている
施設は 102、1 学会から認定され
ている施設は 396、二階建て専門
医取得のできない施設は 158 だ
った。 

 都道府県ごとの分布では。2種類
以上の二階建て専門医研修を実
施可能な施設が 1 施設しかない
県が 11 県存在していた。また、
県庁所在地以外には 2 種類以上
の二階建て専門医研修を実施可
能な施設がない府県が 18 存在し
ていた。 

 周産期医療機関の診療状況（医療資
源・治療体制・教育体制）に関する
研究 
 周産期医療の質の評価のために
必要な臨床指標について検討を
行った。 

 医療の質の指標は構造・過程・結
果の 3つに分類され、評価される。
構造の評価は第三者機関評価で
多く取り入れられ、過程、結果の
評価は、医学的評価で多く用いら
れている。過程の指標である診断、
治療介入を適切に評価すること
が結果改善のためには有用であ
り、指標評価により問題点を明ら
かにして改善策を提示すること
ができる。 

 周産期領域ではこれまで主とし
て構造指標の一部のみが検討対
象となってきているが、今後は、
地域における医療の質の向上の
ために、客観的な評価方法の構築
が必要と考えられる。 

 平成 24 年度は、全国周産期医療
（MFICU）連絡協議会の実態調査
結果の中から、医療の質の評価の

ための構造指標、過程指標の検討
を行った。特に早産管理対応機能
と産科危機的出血対応機能を例
として、医療の質の評価の方法に
ついて検討し、周産期領域におけ
る医療の質の評価のために情報
を収集すべき指標を整理するこ
とができた。 

 平成 25 年度は、具体的な医療資
源の指標と診療過程の指標につ
いて調査することにより、わが国
における周産期医療の質の評価
を試みた。その結果、わが国にお
ける現時点での診療内容がわか
り、総合周産期母子医療センター
間でのバリエーションが大きい
ことが判明した。このバリエーシ
ョンは児の予後に影響を及ぼし
ている可能性があり、またそれに
伴う医療資源の増大、医療費の増
加につながっていることも否定
できない。それぞれの施設の医療
資源の充足度により変化する因
子が影響している可能性の検討
も必要であり、バリエーションが
大きい原因について検討する必
要があると考えられた。 

 医学部定員の地域枠と地域枠奨学金
の実態 
 医学部定員の地域枠と地域枠奨
学金の実態とそれに関連して地
域における産婦人科医確保とい
う観点からどのような取り組み
が行われているかを知る目的で、
大学医学部産婦人科教授に対す
るアンケート調査、文部科学省の
公表資料からの情報収集、各都道
府県医師確保ホームページから
の医師修学資金・奨学金制度に関
する情報収集を実施した。 

 地域枠定員を有する大学は 7 割
以上に及び、大学数、募集人員と
もに近年増加傾向にあり、総定員
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の4分の1程度を占める大学も少
なくなかった。一方で、地域枠対
象者に対して、カリキュラム・セ
ミナー等を実施する大学は半数
に及ばなかった。 

 地方自治体による奨学金・医師修
学資金制度は多数設けられてお
り、学生向けの奨学金で診療科の
指定があるものは全体の 3 割程
度であった。産科に従事すること
が要件の制度は地方を問わず全
国に存在していた。 

  この制度が地域における産婦
人科医の確保という点で有効と
なるためには、対象学生に対して
適切な情報提供及びサポートを
充実させることを通じて、産婦人
科の魅力を伝え、地域でキャリア
を積み上げることのできる体制
を示すことが重要と考えられた。 

 医師・歯科医師・薬剤師調査からみ
た産婦人科医の現状 
 医師・歯科医師・薬剤師調査に基
づいて、平成 8年から平成 24 年
の産婦人科医数の性別、年齢層別、
勤務場所別、都道府県別の変動に
ついて検討を行った。 

 特に病院産婦人科においては、若
い層の女性医師の増加に支えら
れた医師数の増加により、平成
18 年当時と比較して、状況はあ
る程度改善していると考えられ
た。しかし, 20 歳代の医師数が
頭打ちになっていることから、こ
の状況が継続するためには、新規
専攻医を増加させていく必要が
ある。 

 30歳代前半及び40歳代前半の女
性医師は病院勤務から診療所勤
務に移行する率が高い。病院勤務
女性医師の増加により、女性医師
の診療所勤務への移行率は、病院
の診療機能の確保に重大な影響

を与える必要があり、さらなる検
討が必要と考えられた。 

 全体としての産婦人科医の増加
とともに大都市圏における増加
と、一部の地方における減少が同
時に進行している現状が明らか
になった。 

 診療所勤務医は全体として減少
しているが、女性医師については
増加している。雇用形態、勤務形
態の多様性の確保は、女性医師が
継続的に就労する上で重要な条
件と考えられ、女性医師が診療所
勤務を早期に選択する傾向には
そのような背景がある可能性が
ある。 

 病院としても診療所の雇用形
態・勤務形態に準じた対応をとる
など、女性医師の継続的就労が可
能な条件を整備する必要がある
と考えられる。 

 診療所勤務医の減少には、高齢医
師の引退、分娩取扱診療所の減少
等さまざまな要因があると考え
られるが、この減少が、地域の産
婦人科医療提供体制に与える影
響についてさらに検討する必要
がある。 

 産婦人科医療改革公開フォーラムの
開催と動画配信 
 産婦人科医療体制の危機的状況
に関する現状を把握し、情報を共
有し、有効な施策を検討すること
を目的として、平成 25 年 1月 27
日に平成 24 年度の、平成 26 年 1
月26日に平成25年度の産婦人科
医療改革公開フォーラムを開催
し、その関係資料を『周産期医療
の広場』に事前掲載すると共に、
フォーラムの経過をすべて映像
で記録し、同サイトより動画配信
を行った。 

 地域の産婦人科を取り巻く環境
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は改善というよりは、悪化してい
る状況が認められ、これまでの施
策の継続だけでは、問題の解決は
困難と考えられた。 
 
D．考察 
【各分担研究に関する考察】 
 本研究の最大の成果は、「周産期医療
の広場」と「小児医療の広場」とい
う情報提供サイトを立ち上げ、いつ
でもだれでも周産期及び小児医療施
設情報を含む周産期・小児医療関連
情報にアクセスできる環境を継続可
能な状態で運営しているという事実
である。「周産期医療の広場」のアク
セス数は月間5-7万件に達しており、
その大部分が分娩取扱い施設検索と
なっている。また「小児医療の広場」
では地域小児救急医療関連情報提供
の均てん化を目指しており、本研究
でその実現の可能性を示すことがで
きた。これらのサイトは、24 時間、
いつでも新たな情報を掲載すること
が可能であり、大規模災害等の緊急
時の活用が期待される。 

 全分娩取扱施設情報を施設機能ごと
にリスト化し、自在に縮尺を変えて
地図表示し、さらにその施設の診療
能力によって絞り込み検索を可能と
することにより、わが国全体、及び
各地域の周産期医療提供体制の実情
を、さらに容易に検索できるシステ
ムを構築し公開した。分娩取扱医療
機関情報提供システムには、非常に
大きな社会的なニーズがあることが
明らかになった。このようなシステ
ムをさらに充実させることにより、
周産期医療提供体制の改善の方策立
案が容易になると考えられた。また、
同様のシステムを用いて、産婦人科
研修指導施設、生殖補助医療登録施
設情報の提供についても比較的容易
に構築できることが明らかになった。

ある領域の基本的な施設データベー
スを作成すれば、それを基盤として
関連領域の施設データベースを構築
することはそれほど困難ではない。
本研究の結果、他の診療領域の施設
情報の提供においても、本研究で用
いた方法を活用することは十分可能
と考えられ、今後、検討されるべき
課題であると考えられた。 

 「小児医療の広場」の立ち上げと施
設検索リスト及びマップの基礎とな
るデータベースの作成作業は、既存
の比較的静的な施設情報を提供する
ことで有効と考えられた周産期医療
施設、産婦人科医療施設データベー
スの作成とは全く異なるものである
ことが明らかになった．特に小児時
間外救急診療施設については、都道
府県ごとにシステムが異なること、
時間帯ごとに対応施設が異なること
等、きめ細かい情報の収集と更新、
情報提供方法の検討が必要であるこ
とが明確となった。本研究で、この
ような諸課題を解決する方向性を示
すことができた。今後、さらに検討
を進めることで社会のニーズに対応
できるシステム構築が可能となるこ
とが期待される。 

 地域における産婦人科医養成施設の
実態調査を行った結果、産婦人科医
養成施設には、一定の地域偏在が存
在し,産婦人科専門医取得後の二階
建て研修施設が限定されている地域
の存在が示唆された。今後、地域に
おける産婦人科医の確保のためには
地域で専門医養成を確実に行うシス
テムを構築することが望ましい。ま
たそれは、地域枠で入学し、それぞ
れの医学部の所在地で初期・後期研
修を行うことが義務づけられている
医学生たちが産婦人科専攻を選択し
やすい環境を作るためにも必要性が
高いと考えられた。 
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 周産期医療の質の評価のために必要
な臨床指標について検討を行った。
わが国の周産期医療においては、本
研究の大部分がそれに費やされてい
る構造指標の検討と可視化について
は、一定の方向性が示されているが、
過程指標、結果指標の検討について
は、初期段階にあると考えられる。
本研究で、周産期センターにおける
過程指標、結果指標の収集の実施可
能性を示すことができた。今後は、
収集されたデータの評価方法、そし
て評価結果を実際に医療の質の向上
に生かすための方策の開発が必要と
考えられる。 

 地域枠制度及び奨学金・医師修学資
金制度が大きな広がりを見せた契機
は、地域医療再生基金もひとつの契
機であると考えられ、平成 20 年から
22 年頃に地域枠募集人員が大幅に増
加していることからも見て取れる。
つまりこれら制度の拡大が地域医療
にどの程度貢献するかについては、
この時期以降に入学した学生がどの
程度地域に定着するのかによって大
きく左右され、制度の有用性の検証
は今後引き続いて行われていくべき
こととなる。 

 地域枠入学者は大学入学時に卒後の
勤務地域がほぼ決まるため、医師と
してのキャリアパス（診療科選択を
含む）や地域における医療事情及び
キャリア教育の実態を深く知ること
がないままに「地域にとどまる」選
択をしていることとなる。また、今
現在では地域枠選択者のロールモデ
ルがさほど多く存在しないこともあ
り、どのような進路を辿ることにな
るのか、不安を持つ学生も少なから
ず存在すると考えられる。現状では、
大学として地域枠学生を対象とした
プログラムを設置している施設は多
くなく、また、産婦人科医局が地域

枠学生にアプローチできているとは
言い難かった。学生自身が、地域で
働くキャリアプランを地域のニーズ
のみでなく自らの意思と併せて主体
的に選択していくことができるよう
に、地域でどのように医師を育てる
のかを示しながら、医学部の 6 年間
及び研修期間を通じて関わっていく
必要性がある。また、労働力の確保
の側面のみを強調し過ぎることがな
いようにすることも重要と考えられ
る。地域枠学生を産婦人科に誘導で
きれば、産婦人科の医師不足を解消
につながる可能性はあるものの、地
域枠や奨学金の対象となっている学
生への直接的なアプローチが困難で
ある実情も伺えた。地域に残る予定
の学生を産婦人科に誘導するのも当
然重要であるが、全ての学生に対し
て、学生教育を通して産婦人科の魅
力を学生に伝える中で、産婦人科に
興味を持った学生に地域に残って貰
うように働きかけることも併せて重
要と考えられる。その中には、産婦
人科医としてのキャリアプランをそ
の地域でどのように展開していける
のか、サブスペシャリティに関する
教育、女性医師のサポート等、各地
域で為されている取り組みを学生に
具体的に示すことが含まれる。 

 本研究の結果、医療機関に勤務する
産婦人科医数は全体として増加して
いるが、それは若年層の女性医師の
増加によるものである（男性医師は
減少している）ことが明確にしめさ
れた。そして、この増加は大都市圏
中心のもので、地方ではかなりの県
で減少が認められており、地域偏在
の進行が懸念される。病院勤務医で
は男性医師数は不変で増加していな
い。増加しているのは女性医師であ
り、病院産婦人科にとっての女性医
師の重要性が増していると考えられ
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る。診療所勤務では、特に若い年齢
層で女性医師が占める割合が高く、
女性医師には病院勤務から診療所勤
務に早期に移行する傾向が認められ
る。診療所勤務医は平成 22 年から 24
年にかけて著明に減少した。東京、
神奈川、愛知では増加しているが、
大阪、福岡では減少しており、大都
市圏の診療所の動向には地域差が認
められる。産婦人科診療所のあり方
が変化する徴候をとらえている可能
性がある。地域偏在については、福
島、山梨、鳥取、高知、熊本では病
院勤務医、診療所勤務医の両者で減
少が認められている。特に福島につ
いては、マクロデータからも危機的
状況にあると考えられた。 
 
【産婦人科医療の安定的確保のための施
策に関する考察】 
 課題の整理：本研究の結果、産婦人
科医療が抱えるさまざまな課題が明
確になった。地域の産婦人科医療提
供体制を将来にわたって確保してい
くためには、「地域偏在」「女性医師」
「新規専攻医」という問題を中心に
以下のような課題を解決していく必
要がある。 
 地域偏在：本研究で、産婦人科医
の地域偏在の実態の一端が明ら
かになった。産婦人科医の増加が
大都市圏中心におきている理由
として、施設規模が大きく労働環
境が良好であること、研修機会に
恵まれやすいこと、大都市圏出身
者にとって家族の協力を得やす
いこと、子弟の教育環境に恵まれ
ていること、将来の職場について
多様な選択肢が存在すること等
が考えられる。逆に地方で新規専
攻医が少ない理由としては、施設
規模が小さく労働環境が厳しく、
休みをとりにくいこと、地域内で

十分な専門研修を受けられない
可能性があること、大都市圏出身
者にとって家族の協力を得にく
いこと、子弟の教育環境の確保が
難しいこと、開業を含め将来の職
場を地域内に想定することが難
しい場合があること等があると
思われる。 

 女性医師：現状では産婦人科の特
に病院における医療は、若年層の
女性医師の増加によって支えら
れている。今後、若年層女性医師
が継続的に産婦人科医療現場で
就労できるかどうかが、きわめて
重大な課題となっていく。また、
女性医師には病院勤務から診療
所勤務への移行に、年齢とともに
増加する男性医師とは異なる変
動が認められる。今後多数派とな
る女性医師の病院と診療所の間
でどのように配置されていくの
かという点も、将来の医療提供体
制のあり方を考える上で重要な
要因である。子育ては、本来、家
族全体で担われるべきものであ
ろうが、わが国の現状では、母親
に過重な負担がかかることが多
い。専門的な技術、資格を有する
女性の継続的な就労が可能な条
件を整備するためには、そのよう
な社会のあり方を変えていくこ
とが重要なのは論を待たないが、
医療分野で他の分野に先駆けて
この問題に対処するためには、時
間外、病児に対応可能な保育所等
の整備が大前提となる。 

 新規専攻医：新規専攻医にとって
は、適正な勤務環境でキャリア形
成を効率的に実現できる環境が
提示されることが重要である。こ
れまでは良好な研修環境を求め
て大都市圏に専攻医が集中して
いた側面もあったと考えられる
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が、今後も同様の状況が続くと、
大都市圏では、若手医師の過剰に
よる、研修条件の悪化が起きる可
能性もある。その一方で、地方の
勤務環境には改善が必要不可欠
である。また、経済的インセンテ
ィブをより魅力あるものとする
ことも有効と考えられる。地方で
は二階建て専門医を含む高度な
技術習得が可能な研修プログラ
ムの整備が必要である。このよう
な体制整備を行った上で、さらに
地域の産婦人科医療を確保する
ためには、地域枠医学生の一部を
産婦人科専攻に積極的に誘導す
ることを検討する必要がある。現
状では地域枠医学生に対して、地
域で産婦人科医になった場合の
研修プログラムの周知が行われ
ているとは言いがたい。 
 

 具体的な提言： 
 大都市圏における産婦人科専攻
医研修施設の集約化：労働環境の
改善を行うとともに大都市圏へ
の専攻医集中が過剰とならない
ための方策。 

 地方における病院産婦人科の集
約化・仕事と子育ての両立が可
能な職場環境の整備：地域内集約
化により労働環境を改善し、休み
をとることのできる職場にする
こと。時間外、病児に対応した保
育所、学童保育等の整備を行う。
それにより女性医師の継続的就
労が可能で、休業後の復帰も容易
な病院を地域に確保すること。 

 地方勤務医師に対する経済的イ
ンセンティブの強化：大都市圏と
の生活上の利便性の差を凌駕す
る程度の経済的インセンティブ
を付与しなければ、地域偏在の状
況を短期的に変えることは不可

能と考えられる。 
 地方における生涯にわたる産婦
人科研修プログラムの整備：す
べての地域で、産婦人科研修の質
を確保すること。都道府県、大学
の枠にとらわれず、より広域ない
し多施設で総合的に研修する体
制を整備し、提示すること。 

 産婦人科専門医取得後の各地域
におけるキャリア形成過程を明
らかにすること：地域で産婦人科
医として、国内外への留学や広
域・多施設二階建て専門医研修等
を含む最大限の研修ができるプ
ログラムを作成し、これを明示す
る。 

E．結論 
 全国各地域の産婦人科医療提供体制、
小児科医療提供体制に関する情報を
一般に提供するサイト「周産期医療
の広場」「小児医療の広場」を構築し、
その運営を行った。 

 アクセス数からこのような情報提供
サイトへの社会的ニーズの大きさが
確認できた。 

 産婦人科医の現状について情報を収
集、分析し、将来にわたって産婦人
科医療提供体制を確保するために解
決すべき課題を抽出し、具体的な提
言を行った。 
 
F．健康危険情報 
 特記すべき事項なし 
 
G．研究発表 
１．論文発表 
なし 
 
２．学会発表 
1)平成 25 年 1月 27 日：平成 24 年度産婦
人科医療改革公開フォーラム 
2)平成 26 年 1月 26 日：平成 25 年度産婦
人科医療改革公開フォーラム 
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H．知的財産権の出願・登録状況（予定含） 
  １．特許取得  
     なし 

  ２．実用新案登録 
     なし 
  ３．その他   
  なし 

 


